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第１期土岐市スポーツ推進計画策定支援業務委託 

プロポーザル実施要領 

１ 目的 

本要領は、第１期土岐市スポーツ推進計画策定支援業務委託の契約候補者選定にあたり、公募

型プロポーザル方式により事業者の提案内容や能力等を総合的に判断し、本業務に最も適した

提案者を決定するために必要な事項を定めることを目的とする。 

 

２ 業務概要 

（１）業 務 名  第１期土岐市スポーツ推進計画策定支援業務委託 

（２）業 務 内 容  第１期土岐市スポーツ推進計画策定支援業務委託仕様書のとおりとする。 

（３）業 務 期 間  契約締結の日から令和８年３月３１日まで 

（４）提案上限額  ８，００８，０００円 

※金額は消費税及び地方消費税含む。 

※提案上限額を超えて提案した場合は失格とする。 

 

３ 参加資格の要件 

この要領に基づく公募型プロポーザルに参加ができる者は、次に掲げる要件をすべて満たす

者とする。なお、提案採用者決定までの間に、参加資格の要件を満たさなくなった場合は、参加

者は、その参加資格を失うものとする。 

（１）土岐市指名競争入札名簿に登録のある者であること。（プロポーザル参加申込受付期間の

期限までに登録した者を含める） 

（２）土岐市指名停止措置要綱（平成７年土岐市訓令甲第５号）による指名停止の措置を、プロ

ポーザル参加申込受付期間開始日から当該業務の本契約締結の日までの期間内に受けて

いないこと。 

（３）プロポーザル参加申込受付期間開始日から当該業務の本契約締結の日までの期間内に、土

岐市が行う契約からの暴力団排除に関する措置要綱（平成２２年土岐市告示第１１４号）

に基づく資格停止期間となっていない者であること。（同要綱別表に掲げる排除措置要件

に該当しないこと。） 

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（５）プロポーザル参加申込時点で、土岐市税（法人市民税、軽自動車税など）の滞納がないこ

と。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て及び民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立てがなされている者でな

いこと。 

（７）本業務の履行能力があること。 

（８）過去５年以内において、スポーツ推進計画策定支援業務を地方公共団体と直接契約し、本
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業務に類する業務を完了した実績を有していること。 

 

４ 公募スケジュール 

実施要領等の公開 令和７年３月２５日（火） 市ホームページに掲載 

質問書提出期限 令和７年４月 ７日（月） 電子メール 

質問に対する回答 令和７年４月 ９日（水） 市ホームページに掲載 

企画提案書等の提出期限 令和７年４月１５日（火） 持参又は郵送 

第１次審査結果通知 令和７年４月１７日（木） 電子メール 

プレゼンテーション審査の実施 令和７年４月２５日（金） ※予定 

第２次審査結果通知 令和７年４月３０日（予定） 電子メール 

契約締結 令和７年５月下旬（予定）  

※ 本業務は令和７年度予算に基づく事業のため、本業務に係る令和７年度予算が土岐市議会定

例会において成立しない場合は、プロポーザル審査委員会を実施しませんので、あらかじめご了

承ください。 

 

５ 実施要領及び仕様書等の公開及び配布 

実施要領及び仕様書等は、令和７年３月２５日（火）から市ホームページで公開及び配布する。

ダウンロードし入手すること。 

（https://www.city.toki.lg.jp/sangyo/nyusatsu/1004883/1009652.html） 

（様式 1）質問書 

（様式 2）参加表明書 

（様式 3）会社概要書 

（様式 4）業務実績書 

（様式 5）予定技術者調書 

（様式 6）企画提案書 

 

６ 質問の受付及び回答 

（１）提出書類 

質問書（様式１）に必要事項を記載し、「１３ 担当連絡先」に記載の電子メールアドレス宛て

に送付すること。（以下電子メールの提出先について同様）件名は「第１期土岐市スポーツ推進

計画策定支援業務委託質疑」とすること。なお、電話、ＦＡＸ及び口頭など電子メール以外での

質問は受け付けない。 

（２）質問受付期間 

実施要領の公開から令和７年４月７日（月）午後５時１５分まで 

（３）質問に対する回答 

質問及び回答は、令和７年４月９日（水）までに市ホームページで公表する。質問に対する回

https://www.city.toki.lg.jp/sangyo/nyusatsu/1004883/1009652.html
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答は、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれのあるものを除く。また、質問の回答内容

は、本実施要領等の追加又は修正とみなす。 

 

７ 参加申込 

（１） 提出書類 

次について、正本各１部及び電子データを作成して提出すること。（電子データの提出は電子

メール可とする） 

  ・参加表明書（様式２）（代表者印等押印したもの） 

・会社概要書（様式３） 

  ・業務実績書（様式４） 

 ・予定技術者調書（様式５） 

  ・企画提案書（鑑）（様式６） 

  ・見積書（様式任意・内訳明細を記載すること） 

（２） 提出期限  

令和７年４月１５日（火）午後５時１５分 

（３）提出方法 

土岐市役所地域振興部スポーツ振興課へ持参又は郵送または宅配便（必着）により提出する

こと。郵送または宅配便の場合も受付期間内必着のため、到着したことを担当窓口へ電話等

で確認すること。（閉庁時間を除く） 

 

８ 企画提案書（様式６別紙）の内容 

（１） 提出書類 

次について提出すること。様式は任意とする。 

① 企画提案書（提出部数：正本１部及び電子データ） 

・Ａ４サイズ１０ページ以内で作成すること。 

・仕様書の業務内容に基づいた提案内容とすること。 

・仕様書の策定の視点に掲げる事項について具体的な提案をすること。 

② 工程表（提出部数：正本１部及び電子データ） 

（２）提出方法 

電子データの提出は電子メール可とする。 

 

９ 審査及び選定方法について 

（１）審査委員会 

提案採用者の候補を選定するため、第１期土岐市スポーツ推進計画策定支援業務委託業者

選定審査委員会を設置する。なお、審査委員会の構成は非公表とする。 

（２）第１次審査（書類審査） 



4 
 

① プロポーザル参加者が５者を超える場合は第１次審査として書類審査を実施する。なお、

プロポーザル参加者が５者を超えない場合は第１次審査を省略し、第２次審査において書

類審査を実施する。 

② １次審査における審査項目、審査内容、配点は次のとおりとする。 

審査項目 審査内容 配点 

業務実績 事業者の業務実績 １０ 

配置予定技術者の業務実績 配置予定技術者（管理者）の業務実績 ５ 

配置予定技術者（担当者）の業務実績 ５ 

業務実施方針 業務の実施方針、体制、計画、業務実施上の配

慮事項の的確性、実現性 

２０ 

合計 ４０ 

③ 審査結果は、令和７年４月１７日（木）に電子メールにより通知する。第２次審査の案内

を併せて通知する。 

 

（２） 第２次審査（プレゼンテーション・ヒアリング審査） 

① 企画提案についてプレゼンテーションを実施し、審査委員によるヒアリングを行う。 

詳細は別途通知する。 

・実 施 日 令和７年４月２５日（金）（予定） 

・実施場所 土岐市役所３階大会議室３Ｂ 

・時間構成 プレゼンテーション１５分以内、質疑１０分以内 

・留意事項 

  ・プレゼンテーションは非公開で行う。 

  ・プレゼンテーションの実施順は企画提案書の受付順とする。 

  ・出席者は１者３名までとし、説明は本業務の主たる従事者が行うこと。 

  ・プレゼンテーションは提出した企画提案書の内容を逸脱しないものとし、追加資 

料の配布等は認めない。 

・会場には、大型モニターを準備する。パソコン等の必要機器は提案者の持ち込み

とする。 

② 第２次審査の合計点数の総計が最高得点の者を提案採用者の候補とし、次に高い得点の

者を次点者とする。なお、最高得点を取得した者が２者以上ある場合は、委員長が決定

する。 

③ 第２次審査における審査項目、審査内容、配点は次のとおりとする。 

審査項目 審査内容 配点 

企画提案 仕様書「５．企画提案の視点」及び独自提案の的確性、独

創性、実現性 

９０ 

ヒアリング 業務への取組み意欲、コミュニケーション能力等 ２０ 
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見積金額 提案内容と見積金額のバランス ５ 

工程表 提案内容、実施体制を踏まえたスケジュールの実現性 ５ 

合計 １２０ 

④ 審査結果は、令和７年４月３０日、電子メールにより通知する。 

 

１０ 契約事項 

（１）契約は、提案採用者の候補者と提案書に基づき仕様の内容を協議した上で、地方自治法施

行令１６７条の２第１項第２号に定める随意契約において締結する。ただし、事業費につい

ては「２ 業務概要（４）提案上限額」で示した上限額を超えることはない。 

（２）「１１ 資格喪失要件」に該当する場合で提案採用者との契約締結が不可能となった場合は、

次点の提案者との協議を行うことがある。 

（３）契約の履行に関しては、土岐市契約約款及び仕様書等の内容並びに日本国の法令を遵守し

なければならない。 

 

１１ 資格喪失要件 

 次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、参加資格を失う。 

（１）企画提案書、その他提出された書類に虚偽の記載があったとき。 

（２）本要領で定める参加資格要件を満たさなくなったとき。 

（３）「１０ 契約事項（１）」で行う協議が整わなかったとき。 

（４）本業務の関係者に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めた場合。 

（５）他の参加者と企画提案の内容又はその意思について相談を行った場合。 

（６）提案採用者決定までの間に、他の参加者に対して企画提案内容を意図的に開示した場合。 

（７）その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行った場合。 

 

１２ その他留意事項 

（１）参加者は、企画提案書等の提出をもって、実施要領等の記載内容に同意したものとみなす。 

（２）本プロポーザルへの参加に係る一切の費用は参加者の負担とする。 

（２）書類提出の受付は、土岐市の休日を定める条例（平成元年土岐市条例第２４号）に規定す

る休日を除く、８時３０分から１７時１５分（１２時から１３時を除く。）までとする。ま

た、郵送または宅配便の場合は、郵便書留その他追跡可能な方法に限るものとする。 

（３）提出された書類は返却しない。 

（４）提出期限後の書類の差替え、再提出は原則として認めない。 

（５）提出書類の内容に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の

法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維持管理手法等

を用いた結果生じた事象に係る責任は、すべて参加者が負うものとする。 

（６）提案採用者の企画提案書に係る著作権は、契約締結後、土岐市に帰属する。 
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（７）審査結果について異議を申し立てることはできない。 

（８）本プロポーザルは提案採用者の候補の選定を目的に実施するものであり、契約後の業務に

おいては必ずしも提案内容に沿って実施するものではない。 

（９）参加者が１者のみの場合であっても審査は実施するが、審査の評価点が配点の 6 割以上の

得点となった場合に限り、提案採用者として選定する。 

 

１３ 担当連絡先 

土岐市役所地域振興部スポーツ振興課（庁舎２階１４番窓口） 

〒５０９－５１９２ 土岐市土岐津町土岐口２１０１番地 

電 話：０５７２－５４－１１１１（内線３５２） 

メールアドレス：sports@city.toki.lg.jp 

mailto:sports@city.toki.lg.jp

